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３

調
書
の
提
出
の
特
例
に
つ
い
て
、
所
轄
税
務
署
長
以

外
の
税
務
署
長
に
調
書
の
記
載
事
項
の
提
供
を
し
よ
う

と
す
る
場
合
に
お
け
る
所
轄
税
務
署
長
へ
の
承
認
申
請

手
続
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
三
〇
条
関

係
）

４

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
六
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。
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４

課
税
売
上
割
合
の
計
算
に
お
い
て
、
金
銭
債
権
の
譲

渡
に
つ
い
て
は
、
そ
の
譲
渡
に
係
る
対
価
の
額
の
五

パ
ー
セ
ン
ト
相
当
額
を
資
産
の
譲
渡
等
の
対
価
の
額
に

算
入
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
四
八
条
関
係
）

５

中
小
事
業
者
の
仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
額
の
控
除
の

特
例
（
簡
易
課
税
制
度
）の
み
な
し
仕
入
率
に
つ
い
て
、

次
の
と
お
り
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
第
五
七
条

関
係
）

^

金
融
業
及
び
保
険
業
を
第
五
種
事
業
と
し
、
そ
の

み
な
し
仕
入
率
を
五
〇
パ
ー
セ
ン
ト
（
改
正
前
六
〇

パ
ー
セ
ン
ト
）
と
す
る
。

_

不
動
産
業
を
第
六
種
事
業
と
し
、
そ
の
み
な
し
仕

入
率
を
四
〇
パ
ー
セ
ン
ト
（
改
正
前
五
〇
パ
ー
セ
ン

ト
）
と
す
る
。

６

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
六
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。
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`

金
融
機
関
等
の
受
け
る
利
子
所
得
等
に
対
す
る

源
泉
徴
収
の
不
適
用
に
つ
い
て
、
適
用
対
象
と
な

る
金
融
機
関
の
範
囲
か
ら
火
災
共
済
協
同
組
合
及

び
火
災
共
済
協
同
組
合
連
合
会
を
除
外
す
る
こ
と

と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
三
条
の
三

関
係
）

a

上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所
得
の
課
税
の
特
例

に
つ
い
て
、み
な
し
配
当
に
係
る
大
口
株
主
等（
発

行
済
株
式
等
の
三
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
を
所
有
す
る

株
主
等
を
い
う
。）の
判
定
の
基
準
日
が
公
開
買
付

期
間
の
末
日
と
さ
れ
る
事
由
に
、
公
開
買
付
け
に

よ
る
法
人
の
自
己
の
投
資
口
の
取
得
を
加
え
る
こ

と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
四
条
の

二
関
係
）

b

債
務
処
理
計
画
に
基
づ
く
減
価
償
却
資
産
等
の

損
失
の
必
要
経
費
算
入
の
特
例
に
つ
い
て
、
債
務

処
理
計
画
の
要
件
、
対
象
資
産
の
範
囲
、
そ
の
対

象
資
産
の
損
失
の
額
と
さ
れ
る
金
額
の
計
算
方

法
、
特
例
の
適
用
を
受
け
た
個
人
が
行
う
べ
き
対

象
資
産
の
償
却
費
の
計
算
方
法
等
を
定
め
る
こ
と

と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
一
八
条
の

六
関
係
）

◇
消
費
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第

一
四
一
号
）（
財
務
省
）

１

難
病
の
患
者
に
対
す
る
医
療
等
に
関
す
る
法
律
の
制

定
等
に
伴
い
、
消
費
税
が
非
課
税
と
さ
れ
る
療
養
、
医

療
等
の
範
囲
に
、
同
法
の
規
定
に
基
づ
く
特
定
医
療
費

の
支
給
に
係
る
医
療
等
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一

四
条
関
係
）

２

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
の
施
行
に
伴
い
、
消
費
税

が
非
課
税
と
さ
れ
る
社
会
福
祉
事
業
等
の
範
囲
に
、
同

法
の
規
定
に
基
づ
く
施
設
型
給
付
費
等
の
支
給
に
係
る

事
業
と
し
て
行
わ
れ
る
資
産
の
譲
渡
等
を
加
え
る
こ
と

と
し
た
。（
第
一
四
条
の
三
関
係
）

３

外
国
人
旅
行
者
向
け
消
費
税
免
税
制
度
（
輸
出
物
品

販
売
場
制
度
）
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
見
直
し
を
行

う
こ
と
と
し
た
。（
第
一
八
条
関
係
）

^

輸
出
物
品
販
売
場
を
経
営
す
る
事
業
者
が
、
次
に

掲
げ
る
要
件
の
全
て
を
満
た
し
て
譲
渡
す
る
消
耗
品

（
通
常
生
活
の
用
に
供
す
る
消
耗
品
の
う
ち
、
そ
の

外
国
人
旅
行
者
に
対
し
て
、
同
一
店
舗
で
一
日
に
販

売
す
る
五
〇
万
円
ま
で
の
も
の
に
限
る
。）を
免
税
対

象
物
品
に
加
え
る
。

\

そ
の
外
国
人
旅
行
者
が
所
持
す
る
旅
券
等
の
提

示
を
受
け
、
当
該
旅
券
等
に
購
入
の
事
実
を
記
載

し
た
書
類
の
貼
付
け
等
を
行
う
こ
と
。

]

そ
の
外
国
人
旅
行
者
か
ら
、
免
税
購
入
物
品
を

そ
の
購
入
し
た
日
か
ら
三
〇
日
以
内
に
輸
出
す
る

旨
を
誓
約
す
る
書
類
の
提
出
を
受
け
る
こ
と
。

^

国
土
交
通
大
臣
及
び
経
済
産
業
大
臣
が
財
務
大

臣
と
協
議
し
て
指
定
す
る
方
法
に
よ
っ
て
包
装
を

行
う
こ
と
。

_

そ
の
外
国
人
旅
行
者
に
対
し
て
、
同
一
店
舗
で

一
日
に
販
売
す
る
消
耗
品
の
額
が
五
、
〇
〇
〇
円

超
で
あ
る
こ
と
。

_

そ
の
外
国
人
旅
行
者
に
対
し
て
、
同
一
店
舗
で
一

日
に
販
売
す
る
一
般
物
品
（
通
常
生
活
の
用
に
供
す

る
物
品
の
う
ち
消
耗
品
以
外
の
も
の
）
の
額
が
一
〇

〇
万
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
輸
出
物
品
販
売
場
を

経
営
す
る
事
業
者
が
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
書

類
に
、
そ
の
外
国
人
旅
行
者
が
所
持
す
る
旅
券
等
の

写
し
を
加
え
る
。

◇
国
税
通
則
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令

第
一
四
二
号
）（
財
務
省
）

１

納
税
の
猶
予
の
申
請
書
の
記
載
事
項
及
び
当
該
申
請

書
に
添
付
す
べ
き
書
類
等
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第

一
五
条
の
二
関
係
）

２

地
方
法
人
税
中
間
申
告
書
の
提
出
等
に
よ
り
納
付
す

べ
き
地
方
法
人
税
に
つ
い
て
、
納
税
義
務
の
成
立
時
期

の
特
例
及
び
納
税
の
猶
予
の
期
間
等
を
定
め
る
こ
と
と

し
た
。（
第
五
条
、
第
一
三
条
及
び
第
一
四
条
関
係
）

３

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
七
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
国
税
徴
収
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令

第
一
四
三
号
）（
財
務
省
）

１

国
税
の
滞
納
処
分
に
よ
る
差
押
え
が
禁
止
さ
れ
る
社

会
保
険
制
度
に
基
づ
く
退
職
手
当
等
の
対
象
に
存
続
組

合
か
ら
新
た
に
支
給
さ
れ
る
一
時
金
（
特
例
遺
族
共
済

年
金
、
特
例
遺
族
年
金
又
は
特
例
通
算
遺
族
年
金
の
支

給
に
代
え
て
支
給
さ
れ
る
も
の
を
除
く
。）を
加
え
る
と

と
も
に
、
当
該
社
会
保
険
制
度
に
基
づ
く
給
料
等
の
対

象
に
国
家
公
務
員
共
済
組
合
連
合
会
又
は
地
方
公
務
員

共
済
組
合
か
ら
平
成
二
七
年
一
〇
月
一
日
以
後
に
給
付

事
由
が
生
じ
る
追
加
費
用
対
象
期
間
を
有
す
る
者
に
支

給
さ
れ
る
退
職
共
済
年
金
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
第

三
五
条
関
係
）

２

換
価
の
猶
予
の
申
請
書
の
記
載
事
項
及
び
当
該
申
請

書
に
添
付
す
べ
き
書
類
並
び
に
換
価
の
猶
予
に
係
る
金

額
の
限
度
額
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
五
三
条
関

係
）

３

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
七
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
政
令
第
一
四
五
号
）（
財
務
省
）

一

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

１

個
人
所
得
課
税

^

特
定
株
式
投
資
信
託
の
要
件
に
つ
い
て
、
次
の

措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法

施
行
令
第
二
条
関
係
）

\

そ
の
受
託
者
は
重
大
な
約
款
の
変
更
等
に
反

対
し
た
受
益
者
か
ら
の
請
求
に
よ
り
買
い
取
っ

た
受
益
権
の
一
部
解
約
を
請
求
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

]

そ
の
受
益
権
と
当
該
受
益
権
の
信
託
財
産
に

対
す
る
持
分
に
相
当
す
る
株
式
と
の
交
換
を
す

る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
株
式
の
う
ち
に
権
利

落
ち
株
式
が
あ
る
と
き
は
、
株
式
に
代
え
て
当

該
権
利
落
ち
株
式
の
価
額
に
相
当
す
る
金
銭
を

交
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

_

勤
労
者
財
産
形
成
住
宅
（
年
金
）
貯
蓄
非
課
税

制
度
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し

た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
二
条
の
七
、
第

二
条
の
八
、
第
二
条
の
一
三
、
第
二
条
の
二
一
の

二
、
第
二
条
の
二
四
〜
第
二
条
の
二
六
、
第
二
条

の
三
一
、
第
二
条
の
三
二
及
び
第
二
条
の
三
四
関

係
）

\

勤
労
者
が
育
児
休
業
等
を
す
る
こ
と
と
な
っ

た
場
合
に
お
い
て
、
財
産
形
成
住
宅
（
年
金
）

貯
蓄
に
つ
き
、
引
き
続
き
勤
労
者
財
産
形
成
住

宅
（
年
金
）
貯
蓄
の
利
子
所
得
等
の
非
課
税
措

置
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の

者
は
、そ
の
育
児
休
業
等
の
開
始
の
日
ま
で
に
、

継
続
適
用
申
告
書
を
勤
務
先
及
び
金
融
機
関
の

営
業
所
等
を
経
由
し
て
そ
の
者
の
住
所
地
の
所

轄
税
務
署
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

]

継
続
適
用
申
告
書
を
提
出
し
た
者
が
、
育
児

休
業
等
の
終
了
の
日
後
最
初
に
金
銭
等
の
払
込

み
を
す
べ
き
日
に
、
そ
の
金
銭
等
の
払
込
み
を

し
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
育
児
休
業
等
の

終
了
の
日
後
に
支
払
わ
れ
る
財
産
形
成
住
宅

（
年
金
）
貯
蓄
に
係
る
利
子
等
に
つ
い
て
は
、

当
該
非
課
税
措
置
は
適
用
し
な
い
。

◇
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及

び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第
一
四
四
号
）（
財
務
省
）

１

相
手
国
等
の
租
税
の
徴
収
の
共
助
に
つ
い
て
、
そ
の

換
価
の
猶
予
が
さ
れ
な
い
場
合
と
し
て
、
国
税
の
滞
納

が
あ
る
場
合
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
条
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
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